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平成２７年度　一般会計当初予算成立
当初予算額　　１,１９９億１,２００万円

●財政調整のための基金残高

平成27年度 平成26年度 比　較

3,760 4,172 △411

当初予算比較
  （単位　百万円） 

平成27年度 平成26年度 比　較

161,275 167,217 △5,941

  （単位　百万円） 

●市債残高は平成２１年以降、
　６年連続で減少

二
〇
一
五
年
三
月

青森市子ども医療費助成の修正案否決：原案可決青森市子ども医療費助成の修正案否決：原案可決

原案    採決結果　　賛成１８　反対１２

賛成：社民党（３名）・新政会（７名）共産党（６名）

　　 市民クラブ（１名）・無所属（１名）

反対：自民党清風会（４名）・公明党（４名）

　　　市民クラブ（４名）

退席　自民党清風会　４名

原案    採決結果　　賛成１８　反対１２

賛成：社民党（３名）・新政会（７名）共産党（６名）

　　 市民クラブ（１名）・無所属（１名）

反対：自民党清風会（４名）・公明党（４名）

　　　市民クラブ（４名）

退席　自民党清風会　４名

自民清風会・公明党・市民クラブの３会派の議員から改正の原案に反対、修正案が提案された。自民清風会・公明党・市民クラブの３会派の議員から改正の原案に反対、修正案が提案された。

♦ 介護保険料の改定
　詳細は最終ページでご覧下さい

単位：百万円

歳入

歳出（性質別）

単位：百万円 平成２７年度　予算編成の基本的な考え方

　行政評価から予算編成まで一体的に行政運営を行い、持

続可能な行政運営を行うと共に、更なる行政課題に向け、ス

クラップ・アンド・ビルドの徹底と更なる経費削減により，

計画目標の達成に向け「経営資源配分枠の設定によるシーリ

ングの実施」、「将来的な基金残高を確保するための財政調

整のための基金取り崩しの抑制」、「将来負担に配慮した新

規市債発行額の抑制」を基本方針とした予算編成がされた。

主な取組

１．放課後児童会と 放課後子ども教室を全小学校区に開

設、対象児童を全学年に拡大

２．北海道新幹線開業に伴う観光客獲得に向け、首都圏等を

対象に宣伝活動を行う

３．あおもり産品の販売促進事業を拡充（身近に使用できる簡

易測定機器を貸し出す）

４．弘前大学及び市内各大学との連携事業（学生による中心商

店街賑わい創出事業等）

５．平和意識の継承事業（戦後７０年記念事業・平和の日条

例の検討・長崎市への青少年派遣）

６．認知症の早期発見・早期対応事業・障がい者の入院時

意思疎通事業、前立腺がん検診事業

７．棟方志功・寺山修司・澤田教一展覧会実施事業

その他
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一
般
質
問

一
般
質
問

一
般
質
問

　

１
．
ア
ウ
ガ
に
つ
い
て

青
森
市
が
出
資
し
て
い
る
運
営
会
社
が

赤
字
続
き
で
経
営
難
に
陥
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
現
状
と
市
長
の
考
え
方
を
質
問
し

ま
し
た
。

こ
の
議
会
だ
よ
り
で
は
、
建
物
の
総
称

を
「
ア
ウ
ガ
」
と
呼
び
、
そ
の
建
物
を
運

営
す
る
青
森
駅
前
再
開
発
ビ
ル
株
式
会
社

を
ビ
ル
運
営
会
社
と
読
み
替
え
ま
す
。

質
問
①　

通
常
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
団
体
と
し
て
、
第
３
セ
ク
タ
ー
が

設
立
さ
れ
ま
す
が
、
何
の
た
め
に
ア
ウ
ガ

を
運
営
す
る
組
織
、ビ
ル
運
営
会
社
を
「
株

式
会
社
方
式
の
第
３
セ
ク
タ
ー
」
で
設
立

し
た
の
か
質
問
し
ま
し
た
。

答
弁　

第
３
セ
ク
タ
ー
は
、
企
業
性
と

公
共
性
を
も
つ
団
体
で
、
企
業
面
と
し
て

ビ
ル
運
営
会
社
は
平
成
４
年
に
床
を
取
得

し
、
賃
貸
事
業
や
建
物
全
体
を
管
理
す
る

目
的
に
、
青
森
市
・
青
森
商
工
会
議
所
・

地
元
金
融
機
関
・
各
種
企
業
等
が
出
資
を

し
て
設
立
さ
れ
た
。

ア
ウ
ガ
の
公
共
面
と
し
て
、

地
元
再
開
発
組
合
と
ビ
ル
運
営
会
社
の

準
備
委
員
会
か
ら
事
業
を
進
め
る
上
で
両

団
体
か
ら
課
題
が
示
さ
れ
た
。

１
、
中
心
市
街
地
の
空
洞
対
策
の
た
め
、

文
化
的
施
設
ア
ミ
ュ
ー
ズ
メ
ン
ト
（
娯

楽
施
設
の
呼
称
）
施
設
、
公
共
施
設
を

青
森
駅
前
に
集
積
へ
の
要
望

２
、
単
な
る
商
業
施
設
の
充
実
で
は
、
周

辺
地
区
と
の
同
質
化
競
合
に
な
り
、
地

域
の
活
性
化
対
策
に
な
ら
な
い
。

※

同
質
化
と
は
（
周
辺
の
商
店
街
と
同
じ

商
品
）

３
．
当
該
地
区
の
権
利
者
の
中
に
は
、
再

開
発
後
の
営
業
に
対
す
る
不
安
か
ら
、

同
意
を
し
な
い
人
が
い
る
。

こ
れ
ら
の
課
題
解
決
の
た
め
、
市
の
ま

ち
づ
く
り
の
中
核
的
役
割
を
果
た
す
た

め
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
推
進
体
制
が
必

要
と
さ
れ
た
事
か
ら
、
市
と
し
て
、
駅
前

再
開
発
事
業
は
重
要
施
策
で
あ
り
、
都
市

の
防
災
・
都
市
環
境
の
整
備
拡
充
と
商
業

の
近
代
化
を
促
進
し
、
地
域
経
済
の
発
展

に
寄
与
す
る
た
め
出
資
し
た
。

質
問
②　

ビ
ル
運
営
会
社
は
、
青
森
市

と
民
間
企
業
等
と
の
共
同
出
資
で
す
が
設

立
当
時
か
ら
の
出
資
比
率
の
推
移
に
つ
い

て
お
示
し
下
さ
い
。

平成２６年度３月補正予算　国の補正予算（地方創生）関連平成２６年度３月補正予算　国の補正予算（地方創生）関連

＝可決＝
①地域消費の喚起型：地域活性化振興支援事業プレミ

アム付商品券の発行

　１セット　　　１万２千円の商品券を１万円で販売

　１８万セット 　１万２千円×１８万セット＝

２１億６千万円

②生活支援型：地域住民生活等緊急支援事業として低

所得世帯及び子育て世帯への商品券の支給

　支給対象者（Ｈ２７．４．１．時点）

・県民税非課税者の世帯 （5,000円）

・生活保護世帯　　　　　（5,000円）

・中学校修了前の児童　　（2,000円）

■□■□■□■□■□■□■□■□

地方創生先行型として
－子ども医療費助成制度の大幅修正－

自民清風会・公明党・市民クラブの３会派が原案に反対

　青森市が国の地方創生事業を活用し、「青森市成長

戦略室」で将来の青森市を見据え、子どもの窓口負担

を中学生まで無料化する、青森市独自の地方創生の政

策としての議案は、３会派の議員から修正案が出された。

その修正案では、対象者が非課税世帯のみで１割に激

減、非課税世帯に近い低所得者や慢性疾患者が除かれ、

小学校・中学校医療費無料制度が、実質中身のない提

案で、窓口での支払いの有無で、低所得者の子どもと、

その他の子どもとの差別化がされ、新たな子どもの虐め

につながる懸念を生み出す提案となっていたが、最終日

採決の結果、原案が採択された。

①子ども医療費助成事業

　内　容：小学生通院、中学生入院、中学生通院の

　　　　医療費自己負担助成

　事業費：201,769（国交付金77,073）

以下の事業は全額国交付金を活用

②「青森に住みたい・暮らしたい」雇用機会拡大事業

③シティプロモーション推進事業

④移住・就農生活体験事業

⑤移住相談・情報発信事業

⑥移住・定住意識調査分析事業

⑦青森市成長戦略本部運営事務



質
問
③　

ビ
ル
運
営
会
社
に
対
す
る
、

債
権
の
内
訳
を
質
問
し
ま
し
た
。

答
弁

質
問
④　

市
か
ら
ビ
ル
管
理
会
社
に
対

し
管
理
費
以
外
の
資
金
提
供
を
し
て
い
る

の
か
質
問
し
ま
し
た
。

答
弁　

管
理
規
約
に
基
づ
き
負
担
割
合

に
応
じ
て
管
理
費
の
支
払
い
は
し
て
い
る

が
、
運
営
費
に
つ
い
て
は
一
切
支
出
し
て

い
な
い
。

※

管
理
費
と
は
、
図
書
館
等
市
の
施
設
に
お
い

て
共
同
で
使
用
し
て
い
る
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
・

エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
・
ト
イ
レ
等
の
使
用
料

質
問
⑤　

鹿
内
市
長
就
任
時
の
２
億
円

融
資
が
期
限
に
返
済
さ
れ
な
か
っ
た
事

へ
、
責
任
が
あ
る
と
表
明
し
て
い
る
が
、

そ
の
意
味
を
質
問
し
ま
し
た
。

答
弁　

私
は
ア
ウ
ガ
を
再
生
さ
せ
た
い
、

再
生
さ
せ
な
け
れ
ば
と
の
強
い
思
い
を

持
っ
て
い
ま
す
。
５
億
６
千
万
円
の
株
式

化
も
ア
ウ
ガ
を
再
生
さ
せ
た
い
と
の
思
い

で
、
そ
し
て
２
億
緊
急
融
資
も
そ
の
思
い

で
す
。
平
成
２７
年
の
返
済
期
限
を
守
れ
な

か
っ
た
事
も
あ
る
が
、
全
力
で
ア
ウ
ガ
を

再
生
さ
せ
る
こ
と
が
市
長
と
し
て
の
責
任

と
考
え
て
い
る
。

質
問
⑥　

昨
年
９
月
２２
日
に
、
前
佐
々

木
市
長
の
ア
ウ
ガ
設
立
時
の
新
聞
の
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
記
事
へ
の
見
解
を
質
問
し
ま
し

た
。

答
弁　

佐
々
木
前
市
長
が
言
っ
た
事
を

す
べ
て
記
載
さ
れ
て
い
な
い
と
思
う
の
で
、

新
聞
記
事
の
内
容
で
す
の
議
場
の
場
で
コ

メ
ン
ト
は
差
し
控
え
た
い
と
思
い
ま
す
。

し
か
し
、
ア
ウ
ガ
は
こ
れ
ま
で
の
経
緯

が
あ
り
、
地
権
者
・
テ
ナ
ン
ト
・
市
民
の

起
型
地
方
創
生
予
算
と
し
て
、
プ
レ
ミ
ア

ム
付
商
品
券
、
名
物
商
品
券
、
旅
行
券
等

の
メ
ニ
ュ
ー
が
示
さ
れ
た
い
る
が
、
青
森

市
は
地
域
活
性
化
・
地
域
住
民
生
活
等
緊

急
支
援
給
付
金
に
お
け
る
地
方
創
生
先
行

型
実
施
事
業
に
つ
い
て
、
何
を
行
う
の
か

質
問
し
ま
し
た
。

答
弁　

青
森
市
で
は
昨
年
８
月
人
口
減

少
の
抑
制
等
に
向
け
た
一
層
の
取
組
み
を

進
め
る
た
め
「
青
森
市
成
長
戦
略
本
部
」

を
設
置
。

国
の
補
正
予
算
に
基
づ
き
本
年
１
月
９

日
概
要
等
の
説
明
が
さ
れ
交
付
金
の
メ
ニ

ュ
ー
が
示
さ
れ
た
が
、
市
と
し
て
国
か
ら

示
さ
れ
た
施
策
の
中
か
ら
、
緊
急
経
済
対

策
と
し
て
「
地
域
住
民
生
活
等
緊
急
支
援

の
た
め
の
交
付
金
」
を
活
用
す
る
こ
と
と

し
た
。

補
正
予
算
の
内
訳
に
つ
い
て
、
記
載
済
み

多
く
の
方
々
の
努
力
・
尽
力
が
あ
っ
て
オ

ー
プ
ン
し
今
日
に
至
っ
て
い
ま
す
。

今
市
長
の
立
場
と
し
て
、
中
心
市
街
地

の
経
済
状
況
を
踏
ま
え
る
と
ア
ウ
ガ
が
中

心
市
街
地
の
活
性
化
を
牽
引
す
る
核
的
施

設
と
し
て
、
多
く
の
市
民
や
観
光
客
の
皆

さ
ま
に
親
し
ま
れ
る
施
設
し
て
存
続
を
さ

せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
強
い
思
い
を
持
っ

て
い
ま
す
。

質
問
⑦　

昨
年
６
月
返
済
猶
予
し
た
議

案
の
付
帯
決
議
に
対
し
て
「
第
２
次
再
生

計
画
の
進
捗
状
況
を
見
極
め
な
が
ら
、
ア

ウ
ガ
の
経
営
に
つ
い
て
、
適
時
・
適
切
に

判
断
す
る
」
と
し
て
い
る
が
市
長
は
ど
の

よ
う
に
判
断
す
る
つ
も
り
な
の
か
質
問
し

ま
し
た
。

答
弁　

昨
年
６
月
の
付
帯
決
議
を
重
く

受
け
止
め
て
い
ま
す
。
中
心
市
街
地
の
活

性
化
を
牽
引
す
る
核
的
施
設
と
し
て
存　

続
さ
せ
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
適
時
・

適
切
に
判
断
す
る
と
し
た
事
に
つ
い
て
は

５
月
の
連
休
明
け
に
な
る
と
思
う
が
今
期

の
決
算
を
見
な
が
ら
、
合
わ
せ
て
３
月
末

ま
で
の
再
生
計
画
と
の
実
態
の
違
い
を
分

析
、
今
後
の
対
応
策
を
取
締
会
で
検
討
し
、

市
長
で
あ
る
私
に
対
策
案
を
提
示
す
る
よ

う
求
め
て
い
ま
す
の
で
、
対
策
案
と
、
決

算
状
況
を
見
て
今
後
の
対
応
策
に
つ
い
て

判
断
す
る
。

２
．
財
政
運
営
に
つ
い
て

質
問
①　

国
か
ら
緊
急
経
済
対
策
と
し

て
示
さ
れ
た
補
正
予
算
の
う
ち
、
消
費
喚

＊
そ
の
他
の
質
問　

１
．「
元
気
都
市
あ
お
も
り
応
援
寄
附

制
度
」
の
概
要
と
特
産
品
等
の
進

呈
に
つ
い
て

２
．
合
併
後
１０
年
経
過
後
の
優
遇
交

付
税
制
度
の
減
額
に
よ
る
影
響
に

つ
い
て

３
．
東
日
本
大
震
災
か
ら
４
年
目
を

迎
え
災
害
対
策
の
準
備
状
況

４
．
副
市
長
の
２
名
体
制
に
つ
い
て

の
市
の
考
え
に
つ
い
て

答弁
平成12年度 ４億５千万円 ビル運営会社が保留床の取

得のため

貸　　　付 備　　考

平成19　　
　・20年度

２３億３２４８万４千円

平成21年度 ２億円
鹿内市長就任時の年末緊急
融資

貸付合計 ２９億８２４８万４千円

金融機関の債権分
ビル運営会社は金融機関の
債権２３億３２４８万４千円を
８億５千万円に圧縮し返済

平成21年度
７５０万円

市に譲渡

返　　　済 備　　考

平成25年度

５億６千万円を株式化

３３１４万８千円

返済合計 ６億　　６４万８千円

現在の貸付債権の残高　２３億８１８３万６千円

10,000 株

12,600 株 

15,000 株

15,000 株

26,200 株

 

2,600 株

2,400 株

11,200 株

1,000 株

1,000 株

1,000 株

10.0％

7.9％

6.7％

36.7％

63.7％

平成 4年度

平成 11年度

平成 12年度

平成 13年度

平成 21年度

出資比率の推移

比率市所有株増　資発行済株総数年　度

2 つの再開発
組 合 が 解 散
（4,500 株が譲
渡された）

債務超過を回避するため、市がビル管理会社に
対して、有する債権うち、
５億６千万（１株５万円）を株式化して増資した。

16,700 株

5,500 株



◆第１号被保険者（６５歳以上）の介護保険料

今年度の保険料段階表 平成２７年４月以降の保険料段階表

対　象　者
保険料年額

平成27～
　29年度

段階対　象　者
保険料年額

平成24～
　26年度

段階

多
段
階
化

統
合

☆ご意見・ご要望をお待ちしています☆

社民党控室　藤田 まこと

TEL:017-734-5692　FAX:017-722-8902

◆介護保険料の減免の特例について
　世帯の生計を維持する事が著しく困難であると認められる者を対象
とする減免については、制度を拡充した上で平成２７年度から平成２９
年度においても実施する。
●拡充内容
①これまで非課税世帯のみであった対象者（新第2・3段階相当）を見
直し、一部本人課税まで拡大し、第2段階から第7段階までを減免
対象とする。

②生活保護基準1.2倍以下の減免基準を新設し、減免額は１段階下の
額へ減免する。

　③預貯金基準を緩和し、収入基準と同額に見直す。

社
民
党
青
森
県
連
合
「
三
上　

た
け
し
」
代
表

へ
、
県
内
自
治
体
へ
の
中
学
生
ま
で
の
医
療
費

無
料
制
度
へ
の
補
助
拡
充
等
を
要
望

38,300円

49,800円

57,500円

65,200円

76,700円

84,400円

99,700円

115,000円

130,400円

145,700円

161,100円

176,400円

191,800円

0.50

0.65

0.75

0.85

1.00

1.10

1.30

1.50

1.70

1.90

2.10

2.30

2.50

1段階

2段階

3段階

4段階

5段階

6段階

7段階

8段階

9段階

10段階

11段階

12段階

13段階

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給で、世帯全員
が市（区町村）民税非課税のかた
・前年の「課税年金収入額＋合計
所得金額」が80万円以下で、世帯
全員が市（区町村）民税非課税の
かた

前年の「課税年金収入額＋合計所
得金額」が80万円超かつ120万円
以下で、世帯全員が市（区町村）
民税非課税のかた

前年の「課税年金収入額＋合計所
得金額」が120万円超で、世帯全
員が市（区町村）民税非課税のか
た

市（区町村）民税非課税かつ前年の
「課税年金収入額＋合計所得金
額」が80万円以下で、世帯に市（区
町村）民税課税者がいるかた

市（区町村）民税非課税かつ前年
の「課税年金収入額＋合計所得
金額」が80万円超で、世帯に市
（区町村）民税課税者がいるかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が120万円未満のか
た

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が120万円以上190
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が190万円以上290
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が290万円以上400
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が400万円以上600
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が600万円以上800
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が800万円以上
1,000万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が1,000万円以上の
かた

基準額

に対す

る割合

基準額

に対す

る割合

33,200円

33,200円

43,200円

49,900円

59,800円

66,500円

76,500円

86,500円

96,500円

106,400円

116,400円

0.50

0.50

0.65

0.75

0.90

1.00

1.15

1.30

1.45

1.60

1.75

1段階

2段階

3段階

4段階

5段階

6段階

7段階

8段階

9段階

10段階

11段階

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給で、世帯全員
が市（区町村）民税非課税のかた

前年の「課税年金収入額＋合計所
得金額」が80万円以下で、世帯全
員が市（区町村）民税非課税のか
た

前年の「課税年金収入額＋合計所
得金額」が 80万円超かつ120万
円以下で、世帯全員が市（区町村）
民税非課税のかた

前年の「課税年金収入額＋合計所
得金額」が120万円超で、世帯全
員が市（区町村）民税非課税のか
た

市（区町村）民税非課税かつ前年
の「課税年金収入額＋合計所得金
額」が 80万円以下で、世帯に市
（区町村）民税課税者がいるかた

市（区町村）民税非課税かつ前年
の「課税年金収入額＋合計所得金
額」が80万円超で、世帯に市（区
町村）民税課税者がいるかた

市（区町村）民税課税で、前年の
合計所得金額が 125 万円未満の
かた

市（区町村）民税課税で、前年の合
計所得金額が 125 万円以上 200
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の合
計所得金額が 200 万円以上 350
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の合
計所得金額が 350 万円以上 500
万円未満のかた

市（区町村）民税課税で、前年の合
計所得金額が 500 万円以上のか
た

青森市介護保険が改定、その概要について

詳しい事は、市役所高齢介護保険課まで

※

※

※

※１～３段階の保険料については、今後、国の軽減強化に併せ、
　平成２７年第２回定例会以降で審議する予定
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